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本庄早稲田オープンイノベーションネットワーク 
２０１６年度活動計画 

●全体概要 

 ・目標会員数 94  ＊2016年度からの増員目標 10 

 ・幹事会／総会／交流会 2016年6月14日 

 ・運営委員会 次世代地域・モビリティ研究部会    2016年4月25日 

             環境・エリアマネジメント研究部会 2016年4月19日 
              食と農研究部会            2016年5月12日 

●活動の概要  中期計画アクションプランに基づき、部会ごと又は部会を超えて活動する。 

次世代地域・モビリティ研究部会 

環境・エリアマネジメント研究部会 

食と農研究部会 

くらしと健康研究部会＊準備中 

【方針】公的資金の活用、地域を超えた機関との連携、情報及び   
    サービス提供の拡充、革新性や地域及び産業振興につな 
    がるプロジェクトの創出、グローバル化への対応 

＊くらしと健康研究部会設立に向け準備を進める。 

（１）公的資金活用支援（申請に向け調整中） 

  ①平成28年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（省Co2型社会） 
             関連PJ：本庄早稲田型先進住宅の開発（ケイアイスター不動産、早稲田環境研究所、財団） 
  
      ②同補助金（福祉施設対象） 
          （医療福祉法人 城南会、早稲田環境研究所、財団） 
 

  ③同補助金 （物流分野におけるＣＯ２削減対策促進事業） 
    その他、平成28年度エネルギー使用合理化等事業者支援補助金 
    （楠原輸送（株）、財団） 
 
      ④平成28年度埼玉県新技術・製品化開発費補助金 
            （東京ロボティクス㈱、㈱菜根譚農園(マルコーフーズ)、財団） 
 
  ⑤平成28年度埼玉県次世代新技術・新製品開発支援事業費補助金 
    （お茶っこサロン一煎、埼玉県茶業研究所、財団） 
     
      ⑥ものづくり補助金への応募支援 等 

（２）会員の拡大   84→94（再掲） 

（３）視察・セミナー・研究室訪問・会員企業訪問の実施 

  会員のニーズを踏まえて実施する。 
  ＊計画済セミナー テーマ「高齢者の転倒防止と健康維持について」2016年4月27日・5月17日 会場：（社福）城南会 

（４）展示会への参加 

  会員企業の販路拡大、財団事業の情報発信を目的として、参加する展示会を選択する。 

     ＊参加決定した展示会   FOOD TAIPEI（2016年6月22日～25日） 
     ＊参加検討中の展示会  ウェルネスフードジャパン（2016年8月2日～4日）、第19回産業交流展2016（2016年10月31日～ 
                   11月2日）、彩の国ビジネスアリーナ2017・産学連携フェア（2017年1月）、 
                   第2１回高度技術・技能展おおた工業フェア2017（2017年2月） 
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（６）プロジェクトの推進・事業化支援 

  取り組むテーマを定め、セミナー、ワーキンググループ、プロジェクト等を実施する。 

   ①超小型電気自動車の活用（次世代地域・モビリティ研究部会と環境・エリアマネジメント研究部会の共同） 

   ②地域エネルギー供給事業の検討ならびに本庄早稲田型先進住宅の開発（環境・エリアマネジメント研究部会） 

     ・本庄早稲田型次世代住宅Made in HONJOの建設 

   ③バイオマスエネルギー活用と事業化（環境・エリアマネジメント研究部会） 

   ④海外への販路開拓や進出 
     ・インドネシア・西ジャワ太陽光発電事業調査プロジェクト（環境・エリアマネジメント研究部会） 
                 ・農産加工品の海外輸出支援（食と農研究部会） 
 
   ⑤農業分野でのＩＣＴの活用（食と農研究部会と環境・エリアマネジメント研究部会の共同） 
     ・県立児玉白楊高校スマート農業プロジェクトの継続 

     ・スマートフォンを用いた簡易遠隔灌水システム（愛称「水やり君」）の製品化検討 
 

   ⑥食による健康づくりと地域振興（食と農研究部会） 

     ・「機能性おやつ」の普及や認知度向上 
 

        ⑦農業従事者の医療費ならびに健康調査の検討(くらしと健康研究部会準備活動) 
         ・本庄市後期高齢者の医療費と農業従事者の医療費の差について、健康調査の検討を行う。 
 

（７）その他 

  当財団主催 ベトナム・ハノイ視察ツアーの実施 
    今年10月以降を予定。高度技術・海外担当人材の採用、現地進出・販路拡大に関しての情報収集、現地企業・政府・教育 
   機関とのコーディネート等、参加者のニーズ応じたアレンジで対応する予定。 

（５）各種広報活動  

  会員企業への情報提供、財団事業の情報発信のため、積極的に取り組む。 
   ①外部広報媒体（新聞、テレビ等）の活用 

   ②財団保有媒体による情報発信（ホームページ、フェイスブック、ツイッター、メールマガジン） 
   ③交流会 
   ④補助金等情報の説明会開催 
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